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相談支援係

障害者相談支援事業の実施状況等について

令和３年度 市町村分

※結果については、特筆がない場合いずれも令和４年４月時点のもの

別添資料１



障害者相談支援事業について

1,046 , 
60%

557 , 
32%

138 , 
8%

障害者相談支援事業の実施形態

①単独で実施

②複数市町村

共同で実施

③単独＋複数

市町村共同で

実施

166 , 
9%

1,301 , 
75%

274 , 
16%

障害者相談支援事業の実施方法

①直営で実施

②委託（※）に

より実施

③直営＋委託

（※）により実

施

1,451 , 
83%

242 , 
14%

40 , 
2%

8, 
1%

障害者相談支援事業の運営方法

①３障害一元化し

て実施

②障害種別ごとに

実施

③地域包括支援セ

ンターと一体的実

施＋３障害一元化

④その他

525 , 
30%

952 , 
55%

184 , 
10%

80, 
5%

障害者相談支援事業の対応日

①365日対応

②平日（月～

金）のみ対応

③平日（月～

金）＋土曜日

対応

④その他

112 , 
6%

395 , 
23%

18 , 
1%49, 

3%

291, 
17%

876, 
50%

障害者相談支援事業の対応日＋対応時間

①365日対応＋24
時間対応（夜間は
夜勤・宿直）

②365日対応＋24
時間対応（夜間は
携帯）

③365日対応＋24
時間対応なし

④365日対応なし
＋24時間対応（夜
間は夜勤・宿直）

⑤365日対応なし
＋24時間対応（夜
間は携帯）

⑥365日対応なし
＋24時間対応なし

365日+24時間対応
（①＋②）507,

29%

161 , 
9%

686 , 
40%

894 , 
51%

障害者相談支援事業の対応時間

①24時間対応

（夜間は夜勤・

宿直）

②24時間対応

（夜間は携帯）

③24時間対応

なし

※いずれも母数は市町村数：1,741 1

※委託先は指定特定・指定一般・
指定障害児相談支援事業所



障害者相談支援事業について
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障害者相談支援事業の実施状況

①福祉サービスの利用援助

②社会資源を活用するための支援

③社会生活力を高めるための支援

④ピアカウンセリング

⑤権利の擁護のために必要な援助

⑥専門機関の紹介

⑦地域包括支援センターとの情報交換

⑧生活困窮者相談窓口との情報交換

⑨重度障害者への支援（訪問等）

⑩その他※複数回答可であるため、合計数は市町村数と一致しない。
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ピアカウンセリングの実施状況

（対象障害別）

実施市町村数：637

• 令和４年度における障害者相談支援事業に係る委託費の予算額の総計は288億円

• 地域活動支援センターⅠ型が行う相談支援業務以外の事業費や居住サポート事業費等が含まれる。

• 1,741市町村のうち指定特定相談支援事業者又は指定一般相談支援事業者へ相談支援業務を委託している市町

村数（1,575市町村）で単純に割った場合、1市町村当たり1,831万円（委託している市町村（1,575市町村）

の中には、「委託」のみの市町村と、「直営＋委託」を組み合わせている市町村の両方が含まれている。）。

障害者相談支援事業に係る委託費について

2

市町村数：1,741
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専門的職員の人数

①社会福祉士

②保健師

③精神保健福祉士

④看護師・准看護師

⑤介護福祉士

⑥介護支援専門員

⑦臨床心理士

⑧公認心理師 

⑨その他の専門的職員

（参考）障害者相談支援事業を直営又は直営＋委託で行う場合の「直営部分」の実施状況

相談支援の業務に
従事する者の人数：2,991

※１人の者が複数の資格を有する場合は、
複数に人数を計上している。

386 , 
81%

63 , 
13%

21 , 
4%

5, 
1% 5, 

1%

相談支援事業窓口の設置場所

①市町村役所

②公共施設

③障害福祉サー

ビス事業所内

④障害者支援施

設

⑤その他

26 , 
44%

13 , 
22%

11 , 
18%

4, 
7%

1, 
2%

4, 
7%

ピアカウンセラーの人数

①身体障害

②知的障害

③精神障害

④高次脳

⑤難病

⑥発達

3

直営部分の窓口数：480 ピアカウンセラーの人数：59

433 , 
90%

47 , 
10%

相談支援事業の障害種別等別の対象者

①障害種別問

わず

②対象を限定

※対象を限定している場合の取
り扱う障害種別（複数回答）

○身体 22 ○知的 21
○精神 23 ○高次脳 11
○難病 11 ○発達 21
○児童 28

直営部分の窓口数：480
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他機関と一体的に総合的な窓口を設置している窓口

①地域包括支援セン

ター関係

②保健・子育て・発達

支援関係

③就労支援関係

④市区町村総合相談

関係

⑤虐待防止センター

関係※１つの窓口が複数の関係機関と一体的に総合的
な窓口を設置している場合は、複数計上している。

一体的に総合的な窓口を
設置している窓口数:256



基幹相談支援センターについて

512 , 
29%

409 , 
24%

7 , 
0%

43, 
3%

770, 
44%

基幹相談支援センターの設置形態等

①単独で設置

②複数市町村共

同で設置

③単独＋複数市

町村共同で設置

④令和４年度中

に設置予定

⑤令和４年度中

に設置予定なし

272 , 
23%

274 , 
24%

378 , 
33%

50, 
4%

182, 
16%

基幹相談支援センター窓口の

設置場所

①市町村役所

②公共施設

③障害福祉サー

ビス事業所内

④障害者支援施

設

⑤その他

190 , 
17%

905 , 
78%

61 , 
5%

基幹相談支援センターの設置方法

①直営で設置

②委託（※）に

より設置

③直営＋委託

（※）により設

置
※委託先は指定特定・指定一般
相談支援事業所

713 , 
74%

253 , 
26%

委託により設置する場合の委託先の

「障害者相談支援事業」の委託状況

①委託あり

②委託なし

43 , 
4%

136 , 
14%

625 , 
65%

162, 
17%

委託により設置する場合の委託先の

相談支援事業に係る指定状況

①一般相談支

援事業の指定

あり

②特定相談支

援事業の指定

あり

③一般＋特定

相談支援事業

の指定あり

④一般＋特定

相談支援事業

の指定なし

4

市町村数：1,741

設置箇所数：1,156

委託により設置している箇所数：966 委託により設置している箇所数：966

234 , 
20%

671 , 
58%

41 , 
4%

30 , 
3%

0 , 
0%

5 , 
0%

133 , 
11%

42 , 
4%

基幹相談支援センターの運営主体

①地方公共団体

②社会福祉法人

③医療法人

④社団・財団法人

⑤協同組合

⑥営利法人

⑦特定非営利法人

⑧その他

設置箇所数：1,156
設置箇所数：1,156



基幹相談支援センターについて

752 , 
65%

404 , 
35%

地域生活支援拠点等としての機能を

有する基幹相談支援センター

①機能あり

②機能なし

5

設置箇所数：1,156
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基幹相談支援センターの設置状況（経年比較）
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基幹相談支援センターの設置率（都道府県別）

【設置率の全国平均53%】単位：％



基幹相談支援センター等機能強化事業について

1,049 , 
60%

692 , 
40%

基幹相談支援センター等

機能強化事業の実施状況

①実施

②未実施

6

市町村数：1,741
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基幹相談支援センター等機能強化事業の実施状況（経年比較）

実施市

町村数

実施率

516 , 
49%

288 , 
28%

245 , 
23%

基幹相談支援センター等機能強化事

業の実施形態

①基幹相談支援セ

ンターにより実施

②基幹相談支援セ

ンター＋障害者相

談支援事業（委託）

により実施

③障害者相談支援

事業（委託）により

実施
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基幹相談支援センター等

機能強化事業の専門職員の資格

①社会福祉士

②保健師

③精神保健福

祉士

④主任相談支

援専門員

⑤その他

実施市町村数：1,049 実施市町村数：1,049
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基幹相談支援センター等

機能強化事業の事業内容

①地域の相談

支援体制の強

化

②地域移行・

地域定着の促

進

③包括的支援

体制構築への

参画の取組

実施市町村数：1,049



住宅入居等支援事業（居住サポート事業）について

293 , 
17%

1,448 , 
83%

住宅入居等支援事業の

実施状況

①実施

②未実施

7

市町村数：1,741
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住宅入居等支援事業の実施状況（経年比較）
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住宅入居等支援事業の実施方法

①直営で実施

②指定相談支援事業

者に委託で実施

③不動産業者に委託

で実施

④その他

実施市町村数：293

※ 複数回答可であるため、合計数は実施市町村数と一致しない。
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住宅入居等支援事業の実施内容

①障害者向け住宅の確保、リスト

の作成

②入居支援（物件斡旋依頼、入居

契約手続支援）

③24時間支援（緊急時の相談支

援、関係機関との連絡・調整等）

④関係機関によるサポート体制の

調整

⑤その他

※経過的取扱い
現に障害者支援施設等に入所している障害者又は精神科病院に入院している精神障害者に対する入居

支援及び居住支援のための関係機関によるサポート体制の調整及び２４時間支援については、地域移行支
援・地域定着支援の実施体制が整備されるまでの間、経過的に実施できるもの。

※ 複数回答可であるため、合計数は実施市町村数と一致しない。

実施市町村数：293



住宅入居等支援事業（居住サポート事業）について

• 住宅入居等支援事業の実利用者数は3,589人（事業実施市町村数は293）

(主な内訳)

• 入居支援の実利用者数：1,366人（うち、一般住宅への入居に結びついた件数：745件）

• 24時間支援の登録者数：392人

住宅入居等支援事業の実利用者数等（令和３年度）
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（自立支援）協議会について

1,698 , 
98%

43 , 
2%

（自立支援）協議会の設置状況

①設置

②未設置

9

市町村数：1,741
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（自立支援）協議会の設置状況（経年比較）

設置市

町村数

設置率

926 , 
76%

223 , 
19%

65 , 
5%

（自立支援）協議会の事務局の運営方法

①直営で実

施

②委託により

実施

③その他

※平成23年4月1日以前の設置状況は、地域自立支援協議会の設置状況。
※平成23年4月1日の設置状況は、被災３県を除くデータ。
※平成25年4月1日の設置状況は、未提出の自治体を除いた暫定値。

協議会数：1,214
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①指定一般・特定・障害児相談支援事業者（相談支援事業の委託あり）

②指定一般・特定・障害児相談支援事業者（相談支援事業の委託なし）

③障害者就業・生活支援センター

④発達障害者支援センター

⑤障害福祉サービス事業所

⑥医療機関（病院・診療所など）

⑦教育関係機関（特別支援学校など）

⑧民間企業

⑨高齢者介護の関係機関

⑩障害当事者団体・障害当事者（障害者相談員を除く）

⑪権利擁護関係団体（権利擁護関係者）

⑫大学等（学識経験者など）

⑬公共職業安定所（ハローワーク）

⑭保健所・保健センター

⑮保育所

⑯児童相談所

⑰市町村（行政職員）

⑱都道府県（行政職員）

⑲身体障害者相談員

⑳知的障害者相談員

㉑民生委員・児童委員

㉒主任児童委員

㉓地域住民の代表者

㉔その他

（自立支援）協議会の構成メンバー（所属別）

（自立支援）協議会について

10
各機関に所属している者をメンバーとしている協議会の割合

協議会数：1,214



(2.7)
719 

(3.3)
695 

(2.8)
198 

(3.5)
2,314 

(3.6)
2,393 

(5.4)
3,444 

(3.7)
1,985 

(3.5)
851 

(5.6)
1,992 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

開
催
回
数

専門部会（課題別）の開催実績（令和３年度）

①権利擁護関係

②地域移行関係

③退院促進関係

④就労関係

⑤子ども関係

⑥相談支援関係

⑦地域生活・生活支援関係

⑧精神関係

⑨その他

（自立支援）協議会 専門部会について

※（）内の数値は１部会あたりの年間開催回数

285 , 
23%

386 , 
32%

346 , 
29%

115 , 
9%

82 , 
7%

（自立支援）協議会の開催実績（令和３年度）

※専門部会を除く

０回

１回

２回

３回

４回以上

982 , 
81%

232 , 
19%

（自立支援）協議会専門部会の設置状況

①設置

②未設置

11

協議会数：1,214

協議会数：1,214

262 
210 

70 

656 
673 

635 

532 

240 

358 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

設
置
数

専門部会（課題別）の設置状況

①権利擁護関係

②地域移行関係

③退院促進関係

④就労関係

⑤子ども関係

⑥相談支援関係

⑦地域生活・生活支援関係

⑧精神関係

⑨その他※複数回答可であるため、合計数は設置数と
一致しない。

専門部会（課題別）設置数:920

920 

56 22 
79 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

設
置
数

（自立支援）協議会の専門部会の種類

①課題別

②障害別

③地域別

④その他

※複数回答可であるため、合計数は専門
部会設置協議会数と一致しない。

専門部会設置
協議会数 ：982

専門部会（課題別）設置数:920



370 , 
3%

4,689 , 
41%

466 , 
4%

711 , 
6%

45 , 
0%

2,842 , 
25%

1,779 , 
16%

570 , 
5%

指定特定・指定障害児相談支援事業所の運営主体

①地方公共団体

②社会福祉法人

③医療法人

④社団・財団法人

⑤協同組合

⑥営利法人

⑦特定非営利法人

⑧その他

指定特定相談支援事業所・指定障害児相談支援事業所等について

189 , 
2%

610 , 
5%

8,219 , 
72%

845 , 
7%

1,609 , 
14%

指定特定・指定障害児相談支援事業所の窓口の設置場所

①市町村役所

②公共施設

③障害福祉サービス

事業所内

④障害者支援施設

⑤その他

12

事業所数：11,472

1,801 1,851 1,778 1,964 1,691 2,032 2,252 1,952 2,067 2,365 2,189 2,207 2,200 2,157 2,152 

934 1,062 1,065 943 1,160 
2,529 

3,690 
5,975 6,617 

6,999 7,434 7,995 8,363 8,893 9,320 

2,735 2,913 2,843 2,907 2,851 

4,561 

5,942 

7,927 
8,684 

9,364 
9,623 

10,202 10,563 
11,050 11,472 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4

事
業
所
数

指定特定・指定障害児相談支援事業所数（経年比較）

委託なし

委託あり

※平成23年4月1日以前の設置状況は、地域自立支援協議会の設置状況。
※平成23年4月1日の設置状況は、被災３県を除くデータ。

指定特定・障害児相
談支援事業所のうち

事業所数：11,472



指定特定相談支援事業所・指定障害児相談支援事業所等について

297 , 
47%

60 , 
10%

212 , 
33%

14, 
2%

21, 
3%

34, 
5%

指定特定・指定障害児相談支援事業所に

配置されているピアカウンセラーの人数

①身体障害

②知的障害

③精神障害

④高次脳

⑤難病

⑥発達

13

ピアカウンセラーの人数：638

2,523 
4,431 4,908 5,465 5,601 5,676 

8,915 
11,800 

15,575 
17,579 

19,083 
20,418 

22,453 
23,729 

25,067 26,028 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4

相
談
支
援
専
門
員
数

指定特定・指定障害児相談支援事業所に配置されている相談支援専門員の人数（経年比較）

※平成23年度以前のデータは、指定相談支援事業所に配置されている相談支援専門員の人数。
※平成23年4月1日の相談支援専門員の人数は、被災３県を除くデータ。

※指定特定・指定障害児相談支援事業所の指定以外に、指定一般相談支援事業所の指定も併せて受けている場合、指定一般相談支援事業所の相談支援の業務に従事する
相談支援専門員の人数も含めて計上している。

8,162 

264 

5,335 

965 

8,638 

3,886 

234 611 

5,582 

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000

10,000

専
門
的
職
員
の
人
数

指定特定・指定障害児相談支援事業所に配置されている専門的職員の人数

①社会福祉士 

②保健師 

③精神保健福祉士 

④看護師・准看護師 

⑤介護福祉士 

⑥介護支援専門員 

⑦臨床心理士 

⑧公認心理師 

⑨その他の専門的職員 

相談支援の業務に従事する者の人数：30,057
うち、 相談支援専門員の人数：26,028

相談支援専門員以外の人数： 4,029

※１人の者が複数の資格を有する場合は、複数に人数を計上

※指定特定・指定障害児相談支援事業所の指定以外に、指定一般相談支援事業所の指定も
併せて受けている場合、指定一般相談支援事業所の相談支援の業務に従事する者の人数
も含めて計上している。



指定特定相談支援事業所・指定障害児相談支援事業所等について

966 , 
9%

8,305 , 
72%

1,236 , 
11%

965, 
8%

指定特定・指定障害児相談支援

事業所の対応日

①365日対応

②平日（月～

金）のみ対応

③平日（月～

金）＋土曜日

対応

④その他

103 , 
1%

769 , 
7%

94 , 
1%

122 , 
1%

1,962 , 
17%

8,422 , 
73%

指定特定・指定障害児相談支援事業所の

対応日＋対応時間

①365日対応＋24時
間（夜間は夜勤・宿
直）対応

②365日対応＋24時
間（夜間は携帯）対応

③365日対応＋24時
間対応なし

④365日対応なし＋
24時間（夜間は夜勤・
宿直）対応

⑤365日対応なし＋
24時間（夜間は携帯）
対応

⑥365日対応なし＋
24時間対応なし

225 , 
2%

2,731 , 
24%

8,516 , 
74%

指定特定・指定障害児相談支援

事業所の対応時間

①24時間対応

（夜間は夜勤・

宿直）

②24時間対応

（夜間は携帯）

③24時間対応

なし

事業所数：11,472

14

7,273 , 
63%

4,199 , 
37%

相談支援事業の障害種別等別の対象者

①障害種別問わず

②対象を限定

※対象を限定している場合の取
り扱う障害種別（複数回答可）

○身体 2,332 ○知的 2,964
○精神 2,542 ○児童 1,540 129 

202 
220 

193 

232 

0

50

100

150

200

250

窓
口
数

他機関と一体的に総合的な窓口を設置している窓口

①地域包括支援センター

関係

②保健・子育て・発達支

援関係

③就労支援関係

④市区町村総合相談関

係

⑤虐待防止センター関係

事業所数：11,472

事業所数：11,472

一体的窓口設置
事業所数：739

事業所数：11,472

365日+24時間対応
（①＋②）872,

8%

※１つの窓口が複数の関係機関と一体的に総合的な
窓口を設置している場合は、複数計上している。



セルフプラン率について（令和４年３月末時点）
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障害児相談支援 【セルフプラン率の全国平均28.9%】単位：％
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計画相談支援
単位：％ 【セルフプラン率の全国平均15.6%】
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計画相談支援

モニタリングについて（令和４年３月末時点）
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単位：人

12,249 3,568 

48,900 

10,187 

252,565 

6,015 15,978 

4% 1%

14%

3%

72%

2%
5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

毎月 ２ヶ月 ３ヶ月 ４ヶ月 ６ヶ月 １年 その他

障害児相談支援単位：人


